
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

1,700 単位時間 4,920 単位時間 2,475 単位時間 1,020 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 単位 単位 単位 単位 単位 単位

245 人の内数 75 人 人 4 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 5

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数）

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等にお
いてその担当する教育等に従事した者であって、当
該専門課程の修業年限と当該業務に従事した期間と
を通算して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 3

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 0

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 3

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高
度の実務の能力を有する者を想定）の数

1

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 0

総授業時数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数

120

うち必修授業時数 210

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 0

イオンリテール㈱、As-meエステール㈱、ジット㈱、㈱ミラプロ、山梨トヨタ自動車㈱、日新トラベルサービス㈱、辻・本郷税理士法人、税理士法人スバル合
同会計 他

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

当該学科の
ホームページ

URL
https://kofu.o-hara.ac/

94
■進学者数 1
■その他
アルバイト　1人

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち必修授業時数

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 1,700

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 180

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

3

（令和5年度卒業生）

33
■地元就職者数 (F) 27
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

82

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 35
■就職希望者数 (D)　　　　　： 33
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和５年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
教育基本法及び学校教育法に基づき、簿記・税務会計などの商業実務分野並びにこれらの産業に関する専門教育を、各業界と連携して演習や実習を通じて学生に施
し、人格の陶冶を行って社会に貢献できる有為な産業人を育成することを目的とする。

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）

取得可能な資格　　日本商工会議所主催簿記検定2・3級、Microsoft Office Specialist2016(Word、Excel、PowerPoint)、経済産業省ＩＴパスポート試験、文部科学省後援
色彩検定3級・秘書検定2級、日本商工会議所主催リテールマーケティング検定3級、金融財政事情研究会主催ファイナンシャル・プランニング技能士3級、電卓技能検
定試験1級・段位級 他
中退率　2.6　％

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数 講義 演習 実習 実験 実技

商業実務 商業実務専門課程 ビジネス学科 平成30(2018)年度 - 令和 1(2019)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

令和6年9月20日

400-0031

055-236-1721
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人 大原学園 昭和54年4月1日 中本　毎彦 東京都千代田区西神田１丁目２番１０号
101-0065

03－3292－6266

大原ビジネス公務員専門学
校甲府校

平成27年12月25日 加藤　仁土 山梨県甲府市丸の内２－８－８

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



種別

-

-

-

-

-

-

-

-

-

①

①

①

③

③

③

③

③

小林　幸則 甲府情報ＩＴクリエイター専門学校　教務部　次長

令和6年9月1日現在

三枝　祐太 大原医療保育スポーツ専門学校甲府校　教務課長補佐

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

伊藤　和也 甲府情報ＩＴクリエイター専門学校　教務課

萩原　身和 大原医療保育スポーツ専門学校甲府校　教務課

名　前 所　　　属 任期

加藤　仁土
大原医療保育スポーツ専門学校甲府校　および　大原ビジネ
ス公務員専門学校甲府校　校長

住吉　寿夫 住吉寿夫司法書士・行政書士事務所　所長
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（２年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程
の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
①卒業生の主な就業先である一般事業会社（経理事務職・営業販売職）と連携して教育課程の編成を行うことにより、専門
的かつ実践的な知識・技術を修得した即戦力となる人材を育成する。
②商業実務分野における学修の中心となる会計知識、計数能力、マーケティング知識、情報パソコンスキルは勿論のこと、
企業で必要とされる教育内容に関して、教育課程編成委員会を通じて常に業界の最新の情報を反映させる。
③上記①、②により編成された授業科目、内容が実践習得されているかどうか、教育課程編成委員による実践的視点で評
価を受け、課題を浮き彫りにする事で、教育の質の確保ならびに更なる教育の質向上に活用する。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

①位置づけについて
教務部（課）の上位に教育課程編成委員会を設置し、業界団体及び企業等からの提言を参考にして本校の教育課程編成
について協議策定するための機関として位置づける。
②意思決定の過程について
（ア）学科の目的に基づき予め学内において現状の課題等を明確にした上で、教育課程編成委員会に提言を求める。
（イ）委員会では企業等からの意見を参考に次年度以降の教育課程編成に関する改善案を策定する。
（ウ）教育課程編成委員に教育現場の責任者である校長並びに教務課長、コース責任者が参加することで、企業等の委員
から提示された課題、改善提案を速やかに次年度以降の教育課程（授業科目、内容、手法）の編成に反映させることができ
る。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

河野 純子 大原医療保育スポーツ専門学校甲府校　教務課

長田　正拓 大原ビジネス公務員専門学校甲府校　教務課長

越膳　純 大原ビジネス公務員専門学校甲府校　教務課長補佐

越石　寛 甲府商工会議所　専務理事
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（2年）

小山　敏行
社会福祉法人 山梨県社会福祉協議会 福祉人材
センター　所長

令和5年4月1日～令和7年3月
31日（２年）

田口　貴之 大原医療保育スポーツ専門学校甲府校　教務課長代理

中村　洋一 公益社団法人　やまなし観光推進機構　事務局長
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

佐藤　英雄 株式会社ネオシステム　人事総務部　部長
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

厚芝　徹 医療法人　恵信会　法人本部　人事部　副部長
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

井上　卓己 井上卓己税理士事務所　所長
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（２年）

安富　誉訓 社会福祉法人　国母福祉会　国母保育園　園長
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（２年）



（年間の開催数及び開催時期）
（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

山口一雄税理士事務所

年2回　（8月、12月）

科　目　名 連　携　企　業　等

（開催日時（実績））
第１回　令和6年8月2日　15：00～17：00
第２回　令和6年12月6日　15：00～17：00

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

経理実務、給与計算実務の授業運営に関して企業等と協定書を締結、打ち合わせを行い、下記の4点について講義内容の
質向上のために連携している。
①実習授業内容構築へのサポート
②当該実習授業における評価ポイントの確認
③授業方法に関する教員への指導
④学生の学修習熟状況の評価

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
①商業実務分野における実習・演習は、教育社会福祉分野、工業分野等の分野と異なり、企業等との連携の下、学内で行
なわれる学習科目が多いことを考慮して、実習・演習の組立を行なう。
②企業等との連携による実習・演習を通じて学生のより実践的な知識・思考・技術の修得と、社会人としての意識改革を実
現する。
③企業等から実習・演習の授業内容、手法に関して具体的な助言を仰ぎ、学生の知識・技術の修得状況に対して実践で活
かせるレベルか否かを企業等の実務の視点から評価を仰ぐ。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

委員に対して大原学園の教育内容、カリキュラムの説明を行って、実務家からのご意見を頂く。
Ⅰ）前回（令和5年　第2回）頂いたご意見及び検討事項について確認。
【県内の在宅ワーク・リモートワークの実情について】
■従業員数100名以上の企業では浸透率が高いが小規模になるにつれ低下するのが山梨の実情である。「オンライン形式」の導入は高くなっているものの、「在宅勤務・リモートワーク」となると半減する。
■学生が望む勤務スタイルのイメージが現実と乖離しないよう教育を頂くことを望む。
■令和４年の税理士法改正に伴い本部を持っていればリモートワークが認められるようになっている。県内で積極的な運用をしているということはほぼ聞かないが、「いつでも稼働できる」状態にはしてある。
■従業員全員がＰＣを持っている状況を作る前提を作れない業種では難しい。
【Excelのカリキュラム内容について】
■AIシステム（ChatGPT等）の普及は今後も浸透していくことが想像できる。
■Excelソフトも企業の事情や作成目的に応じて適切な関数使用やグラフ使用するようなものに進化していく可能性もある。
■「Excelで出来ること」を広く知っておくことが必要と考える。
■操作が早く正確なことだけを追求するのは時代の進化に後れをとる判断である。
■AIにせよ、依存するのではなく適切な指示を出せることが求められる。機能を把握していなければ指示の幅が狭くなるので新しいものに触れていくという積極的な姿勢をこれからの新入社員に求めていきたいと考える。
【インボイス制度の導入について（山梨県内の状況、税理士業務に対する影響等）】
■山梨県内における企業の現状としては、手探り状態というのが正直なところである。今後、12月決算を迎える企業の申告手続きにあたり、様々な問題が生じる可能性があるのではないか。税理士側としては、その際にどう対応していくかがポイント
になってくると思われる。
■インボイス発行事業者の登録を受けるかどうかについて、中小企業からの相談が多い。1,000万円の売上に対して50～70万円の納税が必要になる可能性があるため、今まで免税事業者だった企
業にとってはかなりの負担増となる。将来の納税に備えて売上の10％程度を積み立てておけると良いが、現実的には難しい。納税のために借り入れが必要になる場合もあるかもしれない。
■インボイス制度に関する知識は、経理職のみならずその他の職種においても必要となる（営業職で領収書のやり取りをする場合など）。学校においては、税理士コースに限らず他のコースの学生に対しても税金に関する基本的な知識を身に付け
させると共に、それに関連した世の中の動きに少しでも興味を持たせられるようにすると良いのではないか。

Ⅱ）上記のご意見に基づき授業、学校運営において以下の対応を行った旨を報告。
【県内の在宅ワーク・リモートワークの実情について】
2024年度より原則1割以上はオンライン形式で授業をすることとした。在宅で授業を受けられるメリットやデメリットをしっかり考えさせる機会を設けている。クラスメイトや先生方と直接話し合える環境だからこそのメリットにも気づかせるようにしていき
たい。個人の価値観で勤務スタイルを選ぶ発想から、生産性などの全体最適の目線で適切な勤務スタイルをとらえる発想を持つ人材の育成を目的に教育活動を展開していく。
【Excelのカリキュラム内容について】
2024年度より下記教材を用いた授業科目を開始（履修科目追加）
　　■Excelで学ぶビジネスデータ分析の基礎／発行：㈱オデッセイコミュニケーションズ
こちらの授業は表を読む能力・分析判断に資する表の作り方（最頻値や中央値、ヒストグラムの活用）を学びます。
　　■Excel最速時短術／発行：日経BP
実務でよく使う関数、ショートカット、使いやすい表の作成方法を中心に学びます。
MOS検定対策は表やグラフの作成スキルに重きを置く学習であることに対し、今年度からは実務を意識させる授業科目を増やしている。
【インボイス制度の導入について（山梨県内の状況、税理士業務に対する影響等）】
２年次の経理実務（税務編）の授業において、テキストの内容のみならず実務における最新の話題や情報を織り交ぜながら授業を行っていく（９月以降実施予定）。また、経済関連のニュースを中心に世の中の動きに興味を持ち、自ら情報収集でき
るように指導を行っていく。

Ⅲ）今回（令和5年　第1回）頂いたご意見及び検討事項。
【これからの営業職に求める＋αの知識・技能について】
山梨県内の企業はその多くが中小規模であること。毎年一定の時期に継続的に人員募集を行う事は珍しい。そのため、人材育成のための研修を自社内で十分な時間を設けて実施すること自体が難しい現象がある。一部の企業は外部の人材育成
セミナーを用いる（商工会議所主催のものも人気がある）こともある。このような山梨県内企業の実情を考慮すると、これまで大原学園が行ってきているビジネスマナー科目（電話応対・接客営業など）を徹底的に教育して頂くことが最も望ましい。営
業職に限らず、この先「ＡＩの活用スキル」が重要と考えている。商工会議所が主催した生成ＡＩ活用セミナーは満員であった。ＡＩのビジネスへの活用方法を学ぶことと併せて以前の委員会でも伝えた企業への貢献意欲の向上に努めて頂きたい。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

給与計算実務 山口一雄税理士事務所
５．その他※具体的な
連携方法を科目概要
欄に記述すること。

【連携方法：教材・カリキュラム策定】経理職お
よび事務職において、所得税・住民税の納付
税額の算定、ならびに関連事務業務を企業等
との連携により体系的に学ぶ。特に年末調整
事務を行うために必要な知識を習得するため
の講義・演習をおこなう。

５．その他※具体的な
連携方法を科目概要
欄に記述すること。

【連携方法：教材・カリキュラム策定】商業実務
分野の実務において、様々な職種に幅広く求
められるマーケティングの知識を企業等との連
携により、体系的に学ぶ。
より実践的に修得することを目的に、事例研究
を実習・パネルディスカッション形式で検証す
る。

マーケティング概論 イオンリテール株式会社

企業連携の方法 科　目　概　要

５．その他※具体的な
連携方法を科目概要
欄に記述すること。

【連携方法：教材・カリキュラム策定】経理職お
よび事務職に求められる業務内容を、企業等
との連携により体系的に学び、特に納税等で
用いる帳票書類（特に証憑書類・帳簿・申告書
等）についての知識を習得するための講義・演
習をおこなう。

経理実務



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

②指導力の修得・向上のための研修等

就職指導における長所発見、コンピテンシー評価を見据えた助言アドバイスのスキルアップのための研修
昨今の就職状況から採用担当者の目線を学び、教育現場の指導に生かす

モチベーションの心理学 連携企業等： ㈻山梨英和大学

①実施：令和5年10月30日（月）
②実施：令和5年11月13日（月）
③実施：令和5年11月27日（月）

対象： 各学科責任者

ジョブ・カードの活用研修

企業と地域をマッチングさせる取り組み
地域資源の活用と高付加価値サービスの提供
健康とレジャー・ワークの組み合わせ

マーケティング基礎 イオンリテール株式会社

連携企業等： 山梨キャリア形成・学び直し支援センター

①講義　令和6年2月19日、②面談　令和6年3月1日・8日 対象： ビジネス学科教員

令和6年8月、12月（年2回） 対象： ビジネスコース教員1名

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

日商簿記検定1級受験担当者研修 連携企業等： 簿記ビジネス事業部

①思い込みを修正して無気力を防ぐアプローチについて学ぶ
②「出来る」の見通しを立てて気力を高めるアプローチについて学ぶ
③自律的なモチベーションを高め、満足度を持たせるアプローチについて学ぶ（自己決定理論）

最新の出題傾向を分析し、演習問題の作成意図と解説ポイントの整理・解説にあたっての苦手項目を行
う。全国の担当者を対象にグループ討論・ディスカッションを行い、本部担当者による指導を受ける研修を
実施。

アソシエーショントレーニング 連携企業等： 近谷　樹里

令和6年12月11日（水） 対象： 全職員

②指導力の修得・向上のための研修等

アソシエーショントレーニングの基本的な方法や実践例を通じてアソシエーションを身につけるヒントを見つ
け、自己表現の技術を磨き、より健全で良好な人間関係の構築に活用できるようにする。

山梨のウェルネス、ワーケーションの魅力と可能性 連携企業等： やまなしウェルネスツーリズム推進協議会

令和5年11月28日（火） 対象： ビジネス学科教員

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記
専門的かつ実践的な知識・技能を有し即戦力となる人材を育成するためには、教員一人ひとりが常に実務に関する最新の
知識を持ち、指導スキルを身に付けなければならない。そのために下記のとおり教員研修の環境を整える。
「大原学園教職員研修規定」に定めるとおり、教職員が専攻分野に関する知識、技能、企画力、判断力等を高めるための環
境を整備し、所属長の指示又は本人の自発的な意志により、公平に研修等を受講する機会を与えるものとする。校内、校
外において学園が企画する研修は以下の通り。
①教育課程編成委員会に参画する企業等から講師を派遣した実践的な知識・指導スキル研修
②大学教授等専門分野に特化した講師として招いた研修会の実施
③学内に設置される附帯教育講座を利用しての自己啓発

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

イオンリテール株式会社

５．その他※具体的な
連携方法を科目概要
欄に記述すること。

【連携方法：教材・カリキュラム策定】商業実務
分野の実務において、様々な職種に幅広く求
められるマーケティングの基礎知識修得を、企
業等との連携により、より実践的に修得するこ
とを目的として実習を行なう。実習において
は、エリアマーケティングを中心に学習を進め
ていく。

５．その他※具体的な
連携方法を科目概要
欄に記述すること。

【連携方法：プレゼンテーション発表会の準備
運営並びに企業による評価】マーケティングの
知識を活かし、現状に即した企画案を作成す
ることを目的とする。
企業等との連携により、実店舗を題材にして課
題に対する改善案を提案し発表し、その評価
ならびに評価のフィードバックを行う。

卒業研究



（１）学校関係者評価の基本方針
当学園の教育理念は、学生に対して資格取得教育、実務教育を施し、人格の陶冶を行いもって有為な産業人を育成するこ
とである。この教育理念に基づき実践的な教育が実現出来ているか、また、その教育を実現するために必要な環境が整っ
ているかについて、学校関係者評価委員を設置して下記に示す評価項目から評価する。課題の残る評価結果については、
課長職以上の管理職より改善計画を策定し、次年度以降の学校運営に反映させ改善を図る。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（６）教育環境

①施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるように整備されて
いるか。
②学外実習、インターンシップ、海外研修等について十分な教育体制
を整備しているか。
③防災に対する体制は整備されているか。

（７）学生の受入れ募集

①学生募集活動は、適正に行なわれているか。
②学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか。
③入学選考は適正かつ公平な基準に基づき行なわれているか。
④学納金は妥当なものとなっているか。

（８）財務

①中長期的に学校の財政基盤は安定しているといえるか。
②予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか。
③財務について会計監査が適正に行なわれているか。
④財務情報公開の体制整備はできているか。

（３）教育活動

①各学科の教育目標、育成人材像は、その学科に対応する業界の人
材ニーズに向けて正しく方向づけられているか。
②修業年限に対応した教育到達レベルは明確にされているか。
③カリキュラムは体系的に編成されているか。
④学科の各科目は、カリキュラムの中で適正な位置づけをされている
か。
⑤キャリア教育の視点に立ったカリキュラムや教育方法などが実施さ
れているか。
⑥授業評価の実施・評価体制はあるか。
⑦育成目標に向け授業を行なう事ができる要件を整えた教員を確保し
ているか。
⑧成績評価・単位認定の基準は明確になっているか。
⑨資格取得の指導体制はあるか。

（４）学修成果

①就職率（卒業者就職率・求職者就職率・専門就職率）の向上が図ら
れているか。
②資格取得率の向上が図られているか。
③卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか。

（５）学生支援

①就職に対する体制は整備されているか。
②退学率の低減が図られているか。
③学生相談に関する体制は整備されているか。
④学生の経済的側面に対する支援体制は整備されているか。
⑤学生の健康管理を担う組織体制はあるか。
⑥課外活動に対する支援体制は整備されているか。
⑦学生寮等、学生の生活環境への支援は行なわれているか。
⑧保護者と適切に連携しているか。
⑨卒業生への支援体制はあるか。

（１）教育理念・目標
①理念・目的・育成人物像は定められているか。
②学校の特色はなにか。
③学校の将来構想を抱いているか。

（２）学校運営

①運営方針は定められているか。
②事業計画は定められているか。
③運営組織や意思決定機能は効率的なものになっているか。
④人事や賃金での処遇に関する制度は整備されているか。
⑤意思決定システムは確立されているか。
⑥情報システム化等による業務の効率化が図られているか。

（９）法令等の遵守

①法令、設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか。
②個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか。
③自己点検・自己評価の実施と問題点の改善に努めているか。
④自己点検・自己評価結果の公開はしているか。

（１０）社会貢献・地域貢献
①学校の教育資源や施設を活用した社会貢献を行なっているか。
②学生のボランティア活動を奨励、支援しているか。

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係



種別

企業等委員

企業等委員

企業等委員

企業等委員

企業等委員

企業等委員

近隣住民

企業等委員
近隣住民

卒業生

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.o-hara.ac.jp/about/hyoka/
公表時期： 令和6年10月4日

（１１）その他

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 学園の財務状況公開

（９）学校評価 学校関係者評価結果

（１０）国際連携の状況

（５）様々な教育活動・教育環境 ①学校行事　②クラブ活動

（６）学生の生活支援 学習や学校生活に対する不安解消（先輩の声）

（７）学生納付金・修学支援 ①学生納付金　②奨学金、学費減免等の紹介

（２）各学科等の教育
①カリキュラム、時間割、目指す資格
②検定、資格取得・検定試験合格実績　③卒業生の進路

（３）教職員 教職員数

（４）キャリア教育・実践的職業教育 各学科の実習紹介

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
①実践的な職業教育における成果を広く周知することにより、入学希望者の適切な学習機会選択に資すること。そのため
に、学校関係者評価結果も含めて教育活動の状況や課題など学校全体に関する情報を分かりやすく示すこと。
②また、上記①により企業等との連携による教育活動改善を活発にし、社会全体の信頼に繋げていくこと。
③情報の公表を通じて学校の教育の質の確保と向上を図ることを目的とする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画
①学校の概要　②目標・方針・特色　③所在地、連絡先　④学校の沿
革

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.o-hara.ac.jp/about/hyoka/
公表時期： 令和6年10月4日

井上卓己税理士事務所　所長
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（2年）

篠原　英雄 社会福祉法人　山梨県社会福祉事業団　もえぎ寮　寮長
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（2年）

安富　誉訓 社会福祉法人　国母福祉会　国母保育園園長
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（2年）

住吉　寿夫 住吉寿夫司法書士・行政書士事務所　所長
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（2年）

井上　卓己

柄沢　眞 富水自治会
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（2年）

石渡　もと子

厚芝　徹 医療法人　恵信会　法人本部　人事部　副部長
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（2年）

※（１０）及び（１１）については任意記載。

佐藤　英雄 株式会社　ネオシステム　人事総務部　部長
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（2年）

（３）学校関係者評価結果の活用状況
当学園の教育理念は、学生に対して資格取得教育、実務教育を施し、人格の陶冶を行いもって有為な産業人を育成するこ
とである。この教育理念に基づき実践的な教育が実現出来ているか、また、その教育を実現するために必要な環境が整っ
ているかについて、学校関係者評価委員を設置して下記に示す評価項目から評価する。課題の残る評価結果については、
課長職以上の管理職より改善計画を策定し、次年度以降の学校運営に反映させ改善を図る。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（１１）国際交流

ベルクラシック甲府　マーケティング部チーフ
令和6年4月1日～令和8年3月
31日（2年）

中山　芳江 社会福祉法人　共立福祉会　つくし保育園
令和5年4月1日～令和7年3月
31日（2年）



必修 選択必修 自由選択 講義 演習 実験・実習・実技 校内 校外 専任 兼任

1 ○ 一般教養Ⅰ

一般教養として社会で求められる漢字能力
を身に付けることを目的とする。
ビジネスで一般的に使用される熟語、四字
熟語、慣用句などを学ぶ。

1
前
後

30 1 ○ ○ ○

2 ○
ビジネス教養
Ⅰ

電卓技能の向上を目的とする。
企業内で多岐にわたり使用される電卓のス
ピード、正確性を高める実技演習を行う。

1
前
後

30 1 ○ ○ ○

3 ○ 簿記入門Ⅰ

簿記の基本原理の理解を目的とする。
株式会社における複式簿記の基本を学ぶ。 1

前
30 1 ○ ○ ○

4 ○
キャリアデザ
インⅠ

面接の入退室および自己PRができるように
なることを目的とする。
面接試験において求められるビジネスマ
ナーの基礎を学ぶ。

1
前
後

30 1 ○ ○ ○

5 ○
キャリアデザ
インⅡ

会社などの組織を理解し、最低限身につけ
なければならないスキルの習得と目的とす
る。
組織の体系を学び、それに合わせた知識・
マナー・スキルを学習する。

1
前
後

30 1 ○ ○ ○

6 ○
2級商業簿記
基礎Ⅰ

決算整理を中心とした会計処理、勘定形式
の報告書類の理解、企業取引に対する会計
処理の理解を目的とする。
基本的な財務報告書類の作成方法・株式会
社会計の基礎を学ぶ。

1
前

60 2 ○ ○ ○

7 ○
2級工業簿記
基礎Ⅰ

伝統的な個別原価計算および総合原価計算
を学び、一部、原価計算の基礎についても
習熟することを目的とする。
工企業を前提とする会計処理の基礎を学
ぶ。

1
前

60 2 ○ ○ ○

8 ○
2級簿記総合
Ⅰ

簿記2級レベルの会計知識と計算技術の習得
を目的とする。
商企業および工企業の会計処理を問題演習
を通じて学び、さらに本支店会計、連結会
計、原価計算の基礎も学ぶ。

1
前

120 4 ○ ○ ○

9 ○
3級商業簿記
基礎

株式会社を前提とした一般的な企業取引に
対する会計処理、企業取引に対する会計処
理、報告書類の理解を目的とする。
株式会社における複式簿記の基本原理、簿
記の基本原理を学ぶ。

1
前

120 4 ○ ○ ○

10 ○ 3級簿記総合

簿記3級レベルの会計知識と計算技術の習得
を目的とする。
基礎レベルではやや難しい会計処理を問題
演習を通じて学ぶ。

1
前

120 4 ○ ○ ○

11 ○
サービス接遇
Ⅰ

サービス接遇検定2級レベルのサービスと接
遇の知識について理解することを目的とす
る。
サービス・接遇の基本的知識を学ぶ。

1
前

60 2 ○ ○ ○

12 ○
サービス接遇
Ⅱ

サービス接遇検定2級に合格できるレベルの
理論知識を身に付けることを目標とする。
サービス・接遇の実践的な知識を学ぶ。

1
前

60 2 ○ ○ ○

13 ○
ビジネス文書
表現基礎Ⅰ

日本語能力試験N2に合格することを目的と
する。
日本語能力試験N2レベルの文法力を養い、
日本語運用力を高める。

1
前

60 2 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（商業実務専門課程 ビジネス学科）
分類

授業科目名 授業科目概要
配
当

年
次
・

学
期

授業時数 単位数
授業方法 場所 教員 企

業
等
と

の
連

携



14 ○
ビジネス文書
表現基礎Ⅱ

文脈に応じて適切な語彙・表現を選ぶ能力
を身につけることを目的とする。
生活場面や日本文化に関する語彙を学ぶ。

1
前

60 2 ○ ○ ○

15 ○
ビジネス文書
表現実践Ⅰ

日本語能力試験N2に合格することを目的と
する。
幅広い場面で使われる日本語を理解する。

1
前

30 1 ○ ○ ○

16 ○
Power Point
基礎

テキストを確認しながら練習問題を解くこ
とが出来る操作力を身に付けること目的と
する。
PCの基礎操作並びにPowerPointの基礎操作
を理解する。

1
前

60 2 ○ ○ ○

17 ○
Power Point
応用

MOS PowerPointレベルの操作を習得するこ
とを目的とする。
問題解説に加え、必要に応じて復習講義を
加えた演習を行い、より高度な知識定着を
図る。

1
前

30 1 ○ ○ ○

18 ○ Word基礎

テキストを確認しながら練習問題を解くこ
とが出来る操作力を身に付けることを目的
とする。
PCの基礎操作並びにWordの基礎操作を理解
する。

1
後

60 2 ○ ○ ○

19 ○ Word応用

MOS Wordレベルの操作を習得することを目
的とする。
PCの基礎操作並びにWordの応用的な操作を
習得する。

1
後

30 1 ○ ○ ○

20 ○
ITパスポート
基礎

情報技術の基礎となる考え方・仕組み・専
門用語を理解する 1

前
90 3 ○ ○ ○

21 ○
ITパスポート
応用

情報技術の考え方・仕組み・専門用語を問
題演習を通じて学ぶ 1

後
30 1 ○ ○ ○

22 ○
IT パ ス ポ ー
ト・リテラシ
演習

情報技術の仕組みの活用事例を学び、利便
性と今後の発展を考える

1
後

30 1 ○ ○ ○

23 ○ ITリテラシ

ネットワーク、セキュリティの知識とコン
ピュータの基本操作を学ぶ 1

後
30 1 ○ ○ ○

24 ○ 色彩基礎Ⅰ

色に関する幅広い知識の学習と技能の習得
1
後

60 2 ○ △ ○ ○

25 ○
ビジネス実務
入門

基本的な職場常識・職務の知識を身に付け
ることを目的とする。
働くうえで備えておくべき基本的な心構え
や一般知識を学ぶ。

1
後

30 1 ○ ○ ○

26 ○
ビジネス実務
応用

職場での電話応対・来客対応、ビジネス文
書作成の知識を身に付けることを目的とす
る。
職場でのマナー・技能を学ぶ。

1
後

60 2 ○ ○ ○

27 ○ 秘書検定総合

秘書検定に合格できるレベルの理論・実技
の知識を身に付けることを目的とする。
秘書としての考え方、職務知識、マナー・
接遇について体系的に学ぶ。

1
後

30 1 ○ ○ ○

28 ○
事務キャリア
デザインⅠ

事務職内定へ向けた一般的に必要な知識を
身に付けることを目的とする。
事務職内定へ向けた身だしなみ、敬語、筆
記試験について学ぶ。

1
後

30 1 ○ ○ ○

29 ○
事務キャリア
デザインⅡ

事務職内定へ向けた志望理由を作れるよう
になることを目的とする。
事務職内定へ向けた職種研究方法について
学ぶ。

1
後

30 1 ○ ○ ○

30 ○ 経営管理入門

社会人として必要な会社の仕組み・専門用
語を身に付けることを目的とする。
社会の基本的な成り立ちや考え方・専門用
語を学ぶ。

1
後

60 2 ○ ○ ○



31 ○ 販売知識基礎

モノやサービスが売れる仕組みについての
知識を身に付けることを目的とする。
仕入れ在庫管理・接客マナー・企画立案、
マネジメントの知識を学ぶ。

1
後

90 3 ○ ○ ○

32 ○ 販売知識応用

リテールマーケティング検定３級レベルの
知識を理解し身に付けることを目的とす
る。
小売業について体系的に学び、実務的なビ
ジネスの知識を理解する。

1
後

90 3 ○ ○ ○

33 ○
販売士3級総
合

リテールマーケティング検定３級に合格で
きるレベルの理論知識を身に付けることを
目的とする。
実際の商業動態統計などの結果を踏まえた
より実践的な理論知識を学ぶ。

1
後

60 2 ○ ○ ○

34 ○
流通キャリア
デザインⅠ

販売・接客・企画職内定へ向けた一般的に
必要な知識を身に付けることを目的とす
る。
販売・接客・企画職内定へ向けた身だしな
み、敬語、筆記試験について学ぶ。

1
前

30 1 ○ ○ ○

35 ○
流通キャリア
デザインⅡ

販売・接客・企画職内定へ向けた志望理由
を作れるようになることを目的とする。
販売・接客・企画職内定へ向けた職種研究
方法について学ぶ。

1
前

30 1 ○ ○ ○

36 ○
1級会計学入
門Ⅰ

現行基準の理論体系の理解を目的とする。
資産負債中心観を主体とした理論体系を学
び現行基準との整合性、課題を学ぶ。

1
前

90 3 ○ ○ ○

37 ○
1級原価計算
入門Ⅰ

工企業を前提とする会計処理の習得を目的
とする。
伝統的な工業簿記および原価計算の基本的
な内容を学ぶ。

1
前

90 3 ○ ○ ○

38 ○
1級会計学基
礎Ⅰ

会計知識の習得および計算技術を身に付け
ることを目的とする。
会計基準のみならず適用指針など実務に直
結する会計の基礎について学ぶ。

1
前

30 1 ○ ○ ○

39 ○
1級原価計算
基礎Ⅰ

最新の原価管理理論の基礎の習得および計
算技術の習得を目的とする。
伝統的な工業簿記および原価計算の基礎お
よび経営戦略の基本的な内容を学ぶ。

1
前

30 1 ○ ○ ○

40 ○
1級会計学総
合Ⅰ

簿記1級検定合格程度の会計知識および計算
技術の習得を目的とする。
会計基準のみならず適用指針など実務に直
結する会計について、より詳細に学ぶ。

1
後

90 3 ○ ○ ○

41 ○
1級原価計算
総合Ⅰ

簿記1級検定合格程度の原価計算知識および
計算技術の習得を目的とする。
原価計算基準の理論体系、多様化する製造
過程に対する会計処理、経営戦略につい
て、より詳細に学ぶ。

1
後

90 3 ○ ○ ○

42 ○ Excel基礎

テキストを確認しながら練習問題を解くこ
とが出来る操作力を身に付けることを目的
とする。
PCの基礎操作並びにWordの基礎操作を理解
する。

1
後

60 2 ○ ○ ○

43 ○ 簿記論入門Ⅰ

簿記一巡・商品の流れの入門知識及び論理
的な思考を基に、文章問題を解答する。 1

前
30 1 ○ ○ ○

44 ○
財務諸表論入
門Ⅰ

会計学の概要入門を学ぶ。

1
前

30 1 ○ △ ○ ○

45 ○ 簿記論入門Ⅱ

固定資産・有価証券の入門知識及び論理的
な思考を基に、文章問題を解答する。 1

後
90 3 ○ ○ ○



46 ○
財務諸表論入
門Ⅱ

会計基準の入門概要を学ぶ。

1
後

90 3 ○ ○ ○

47 ○ 簿記論基礎Ⅰ

特殊商品売買・金融商品の入門知識及び論
理的な思考を基に、文章問題を解答する。 1

後
120 4 ○ ○ ○

48 ○
財務諸表論基
礎Ⅰ

金融商品取引法の概要入門を学ぶ。

1
後

120 4 ○ ○ ○

49 ○ 簿記論基礎Ⅱ

的確な解法で問題を解き、答えを導き出す
ことを目的とする。
金融商品の入門知識及び論理的な思考を基
に、文章問題を解答する。

1
後

120 4 ○ ○ ○

50 ○
財務諸表論基
礎Ⅱ

会計学の入門・基礎を学ぶ

1
後

120 4 ○ △ ○ ○

51 ○
消費税法入門
Ⅰ

売上取引を中心とした消費税の可否区分の
考え方を学習する。 1

後
30 1 ○ ○ ○

52 ○
消費税法基礎
Ⅰ

納税義務判定の特例や、仕入税額控除の特
例などの考え方を学習する。 1

後
120 4 ○ ○ ○

53 ○
消費税法入門
Ⅱ

控除税額を中心とした考え方を学習する。

1
後

90 3 ○ ○ ○

54 ○
国税徴収法基
礎Ⅰ

国税徴収法の解釈を学び、入門問題を読解
できるようにすることを目的とする。
納税義務の確定から滞納までの流れを中心
的に学ぶ。

1
後

60 2 ○ ○ ○

55 ○
全経簿記上級
総合Ⅱ

有価証券報告書を理解することはもちろん
のこと、会計基準、適用指針、結合会計な
ど、実務に直結する会計の理解を目的とす
る。
大企業を前提とした会計制度を学習し、複
雑な会計処理をより詳細に学ぶ。

1
後

120 4 △ ○ ○ ○

56 ○ 簿記入門Ⅱ

財務諸表の見方や初歩的な財務分析を理解
することを目的とする。
ビジネスの基本知識としての財務分析を学
習する。

1
前

30 1 ○ ○ ○

57 ○
2級商業簿記
基礎Ⅱ

商企業を前提とした記帳技術を習得しつ
つ、報告書類の理解、企業取引に対する会
計処理の理解を目的とする。
会計書類の関連性について体系的に学び、
財務報告書類の作成方法・株式会社会計を
学ぶ。

1
前

90 3 ○ ○ ○

58 ○
2級工業簿記
基礎Ⅱ

工企業の原価計算手法である個別原価計算
および総合原価計算を学び、かつ、原価計
算に関する知識習得を目的とする。
工業簿記および原価計算の関係および会計
処理を学ぶ。

1
前

90 3 ○ ○ ○

59 ○
2級商業簿記
応用Ⅰ

日々の取引、決算整理に関する一連の流れ
および財務諸表の作成について、上場企業
レベルの資料を作成することができること
を目的とする。
商企業の会計処理に関する全体の関連性に
ついて体系的に学ぶ。

1
前

30 1 ○ ○ ○



60 ○
2級工業簿記
応用Ⅰ

工企業の原価計算手法である個別原価計算
および総合原価計算を学び、かつ、原価計
算に関する知識習得を目的とする。
工業簿記および原価計算の関係および会計
処理を学ぶ。

1
前

30 1 ○ ○ ○

61 ○
2級簿記総合
Ⅱ

簿記2級の基礎的な会計知識と計算技術の習
得を目的とする。
商企業および工企業の会計処理を問題演習
を通じて学習し、総合問題の基礎も学ぶ。

1
後

90 3 ○ ○ ○

62 ○
2級簿記総合
Ⅲ

簿記2級の応用的な会計知識と計算技術の習
得を目的とし、かつ、有価証券報告書を読
み取ることができることを目的とする。
株式会社の会計処理を問題演習、総合問題
の演習を通じて学ぶ。

1
後

90 3 ○ ○ ○

63 ○
国内旅行基礎
（業法）Ⅰ

旅行業法を理解することを目的とする。
国内旅行業務取扱管理者試験の旅行業法に
ついて学ぶ。

1
前

30 1 ○ ○ ○

64 ○
国内旅行基礎
（約款）

旅行業約款を理解することを目的とする。
国内旅行業務取扱管理者試験の旅行業約款
について学ぶ。

1
前

30 1 ○ ○ ○

65 ○
国内旅行基礎
（運賃）Ⅰ

国内の運賃・料金計算ができるようになる
ことを目的とする。
国内旅行業務取扱管理者試験の国内運賃・
料金計算について学ぶ。

1
前

30 1 ○ ○ ○

66 ○
国内旅行基礎
（地理）Ⅰ

国内の観光地理を理解することを目的とす
る。
国内旅行業務取扱管理者試験の国内地理に
ついて学ぶ。

1
前

30 1 ○ ○ ○

67 ○
国内旅行応用
Ⅰ

国内旅行業務取扱管理者試験に合格できる
知識を得ることを目的とする。
国内旅行業務取扱管理者試験の問題演習を
行う。

1
前

60 2 ○ ○ ○

68 ○
言語知識（英
会話）Ⅰ

お客様に英語で簡単な案内ができるように
なることを目的とする。
観光産業で必要な英会話を学ぶ。

1
前

45 2 ○ ○ ○

69 ○
言語知識（中
国語）Ⅰ

観光英語検定3級合格レベルの知識習得を目
的とする。
基本的な観光英語を実学演習中心に学ぶ。

1
後

30 1 ○ ○ ○

70 ○ 観光英語Ⅰ

基本的な観光英語の学習を行い光英語検定3
級合格レベルを目指す。 1

後
60 2 ○ ○ ○

71 ○ 観光英語Ⅱ

観光英語の知識を学び、観光英語検定に備
え応用的な問題演習を行う。 1

後
60 2 ○ ○ ○

72 ○ 旅行業界研究

講演を聴講し旅行観光業界の業務内容、業
界の現在と今後についての意識を高め就職
活動の糧とする。

1
後

30 1 ○ ○ ○

73 ○
ホテル業界研
究

講演聴講も取り入れホテル業界の業務内容
を学び、業界研究を行う。 1

後
30 1 ○ ○ ○

74 ○ 鉄道業界研究

講演聴講も取り入れ鉄道業界の業務内容を
学び、業界研究を行う。 1

後
30 1 ○ ○ ○



75 ○ ホテル概論Ⅰ

ホテルの仕事内容を理解することを目的と
する。
ホテル業務の概要について学ぶ。

1
前
後

30 1 ○ ○ ○

76 ○ ホテル実務Ⅰ

ホテル産業の概要、宿泊部門・料飲部門の
業務の内容が理解できることを目的とす
る。
ホテルの基本、宿泊部門の業務、料飲部門
の業務について学ぶ。

1
前
後

60 2 ○ ○ ○

77 ○ ホテル実習Ⅰ

ホテルでの仕事の基本が理解できるように
なることを目的とする。
実際にホテルで働き、ホテルの仕事の理解
やお客様への接客方法、社員とのコミュニ
ケーションなど実践的な力を身につける。

1
後

90 3 ○ ○ ○

78 ○ ホテル概論Ⅱ

ホテル業界の全体像が理解でき、就職活動
に役立てられることを目的とする。
Wホテル業界の概要を学ぶ。

1
後

30 1 ○ ○ ○

79 ○ ホテル実務Ⅱ

ホテルの業務内容を理解し、ホテルビジネ
ス実務検定B２級合格レベルの知識を身につ
けることを目的とする。
宴会部門、調理部門、マーケティング部門
の業務について学ぶ。

1
後

60 2 ○ ○ ○

80 ○ ホテル実習Ⅱ

ホテルでの仕事の基本が理解できるように
なることを目的とする。
実際にホテルで働き、ホテルの仕事の理解
やお客様への接客方法、社員とのコミュニ
ケーションなど実践的な力を身につける。

1
後

90 3 ○ ○ ○

81 ○
国内ツアープ
ランニング

ツアープランニングの基本的な進め方を学
び実際にプランニングを行う。 1

後
60 2 ○ ○ ○

82 ○
キャリアデザ
インⅢ

社会環境を理解し、課題をクリアする力を
身につけることを目的とする。
時事研究を通して、職場で考えうる課題を
抽出しそれを解決する力を身につける為の
学習。

2
前

30 1 ○ ○ ○

83 ○
ビジネス教養
Ⅲ

電卓技能検定１・２級に合格することを目
的とする。
電卓の学習を通じ、計算技能・集中力を養
う。

2
前

30 1 ○ ○ ○

84 ○ 一般教養Ⅲ

日本ビジネス技能検定協会漢字検定２級に
合格することを目的とする。
漢字の学習を通じ、ことわざや故事成語な
ど国語分野に関する知識まで身につける。

2
前

30 1 ○ ○ ○

85 ○
コミュニケー
ション概論

グループワークの手法について基礎的な知
識を身に付けることを目的とする。
グループワークの形式、役割、手法につい
て学ぶ。

2
後

30 1 ○ ○ ○

86 ○
コミュニケー
ション実践

口頭練習と談話練習を重ね、実践的な会話
を習得する。 2

前
30 1 ○ ○ ○

87 ○
パソコン実習
Ⅰ

基本的な入力操作や書式設定、画像や表の
挿入、関数の使用方法を理解することを目
的とする。
Word、Excelを操作するための基礎的な知識
を身につける実習を行う。

2
後

30 1 ○ ○ ○

88 ○
パソコン実習
Ⅱ

タブやインデント、表やグラフを効果的に
使用し見栄えの良い資料作成を目的とす
る。
Word、Excelを操作し簡単な文書の作成、表
やグラフを用いてレイアウトや見栄えの調
節を行うためのスキルを身につける実習。

2
後

30 1 ○ ○ ○



89 ○
パソコン実習
Ⅲ

Word：段落やセクションを効果的に区切
り、長文を効率良く編集できることを目的
とする。
Excel：複雑な関数や複数のシートを使って
のデータ集計や抽出を行い、目的に沿った
編集ができることを目的とする。

2
後

30 1 ○ ○ ○

90 ○
パソコン実習
Ⅳ

Word：応用的な機能を活用し、効率的に正
確なビジネス文書を作成するスキル習得の
ための実習
Excel：複雑なデータ集計を行うことやマク
ロ機能を用い、より効率的に編集を行うス
キル習得のための実習

2
後

30 1 ○ ○ ○

91 ○
ビ ジ ネ ス マ
ナー

企業内で必要とされる基本的なマナーを習
得することを目的とする。
ビジネス電話対応や接客、接遇に関する
ルールを学習する。

2
後

60 2 ○ ○ ○

92 ○
接遇ビジネス
マナー

企業内での接遇に関する基本的な所作を演
習し、習得することを目的とする。
企業内で必要とされる接遇に関する基本的
なルールの学習をする。

2
後

30 1 ○ ○ ○

93 ○ 販売仕入管理

販売、仕入の事務手続きについて流れを理
解し、証憑書類の記入や代金決済状況の管
理ができることを目的とする。
販売、仕入に関する店舗運営上の管理業務
に関する知識を習得する講義を行う。

2
後

30 1 ○ ○ ○

94 ○ 時事

主要な時事の基本用語の理解、並びに自ら
時事に関する情報取集を行い、自分の考え
や意見を伝えることができることを目的と
する。
現代社会における主要な時事の基本用語を
理解し、自分の考えや意見を持つための学
習。

2
後

30 1 ○ ○ ○

95 ○
文 化 リ テ ラ
シーⅢ

他国の文化や簡単な言語の習得を目的とす
る。
日本文化を理解する(知る)ために必要な演
習を行う。

2
後

30 1 ○ ○ ○

96 ○ 経営法務入門

日常生活や仕事に役立つ用語、事例学習に
よる知識の習得を目的とする。 2

前
30 1 ○ △ ○ ○

97 ○ 英会話基礎

販売接客に関連する基本的な英会話の事例
を元に学習する 2

前
30 1 ○ ○ ○

98 ○ 英会話入門

日常生活での簡単な英会話を事例をもとに
学習する 2

前
30 1 ○ ○ ○

99 ○ 実務会計基礎

会計上・税務上のポイントを捉え経理・財
務の基礎的な業務知識を身に付けることを
目的とする。
財務諸表を理解し、会計の構造を学習す
る。

2
前

120 4 ○ ○ ○

100 ○ 実務会計応用

経理・財務スキル検定ランクCレベルの知識
を習得することを目的とする。
決算書の構図を理解し、経営活動との関係
性を学習する。

2
前

60 2 ○ ○ ○

101 ○ 経理実務

経理実務の年間業務スケジュールを理解
し、特に租税・社会保険料に関する基本的
な理解を目的とする。必要となる業務内容
を体系的に学び、特に納税等で用いる帳票
書類についての知識を習得するための講義
をおこなう。

2
後

60 2 ○ ○ ○ ○



102 ○ 給与計算実務

所得税・住民税の納付税額の算定、年末調
整事務で必要となる所得税源泉徴収簿の記
入ができることを目的とする。所得税の基
礎知識を体系的に理解し、特に年末調整事
務を行うために必要な知識を習得する講
義。

2
後

60 2 ○ ○ ○ ○

103 ○ 財務会計

財務会計の意義や制度を深く理解し、財務
諸表の作成及び会計情報を提供・活用でき
ることを目的とする。財務諸表の作成に関
する知識と技術を身につけ、財務会計の意
義や制度についての理解を深めるための講
義。

2
後

120 4 ○ ○ ○

104 ○ FP基礎

日常生活に関わる様々な「お金」の知識を
身につける 2

後
120 4 ○ ○ ○

105 ○ FP総合

「お金」に関する総合的な知識を深め、経
済社会との関係性を理解する 2

後
30 1 ○ ○ ○

106 ○
事務職ビジネ
スマナー

電話応対、接遇に関する実践的な演習を
し、習得することを目的とする。
ビジネス電話対応、接遇に関する実践的な
学習をする。

2
後

90 3 ○ ○ ○

107 ○ Excel時短術

Excelの資料作成、作業スピードを向上する
テクニックを習得する 2

後
60 2 ○ ○ ○

108 ○
ビジネスデー
タ分析

データを活用するための基本的な知識と
Excelを使用したデータ分析を学ぶ 2

後
30 1 ○ ○ ○

109 ○
マーケティン
グ概論

マーケティングの知識を体系的に習得する
ことを目的とする。
マーケティングの必要性と目的を学習す
る。

2
後

60 2 ○ ○ ○ ○

110 ○
マーケティン
グ基礎

マーケティングの具体的な手法を理解する
ことを目的とする。
事例研究を通じてマーケティングを演習す
る。

2
後

60 2 ○ ○ ○ ○

111 ○
販売職ビジネ
スマナー

接客に関する実践的な演習を通じて、習得
することを目的とする。
接客に関する実践的な学習を実習形式で身
に付ける。

2
後

90 3 ○ ○ ○

112 ○
プレゼンテー
ション

プレゼンテーションに必要な要素の理解、
演習を目的とする。
企画から発表までの一連の流れをグループ
ワークにて学ぶ。

2
後

30 1 ○ ○ ○

113 ○ 卒業研究

マーケティングの知識を活かし、現状に即
した企画案を作成することを目的とする。
実店舗を題材にして、課題に対する改善案
を提案し発表する。

2
後

180 6 ○ ○ ○ ○

114 ○ 簿記論応用Ⅱ

的確な解法で問題を解き、答えを導き出す
ことを目的とする。
特殊商品売買・金融商品の入門知識及び論
理的な思考を基に、文章問題を解答する。

2
前

60 2 ○ ○ ○

115 ○
財務諸表論応
用Ⅱ

的確な解法で問題を解き、答えを導き出す
ことを目的とする。
会社法の入門・基礎を学ぶ。

2
前

60 2 △ ○ ○ ○

116 ○ 簿記論総合Ⅱ

税士試験合格に必要な得点ができるように
することを目的とする。
問題演習により効率的な得点ができるよう
に、問題の解説講義を行う。

2
前

180 6 ○ ○ ○



117 ○
財務諸表論総
合Ⅱ

税士試験合格に必要な得点ができるように
することを目的とする。
問題演習により効率的な得点ができるよう
に、問題の解説講義を行い、演習を行う。

2
前

180 6 △ ○ ○ ○

118 ○
国税徴収法総
合Ⅰ

的確な解法で初級問題を解き、答えを導き
出すことを目的とする。
納税の猶予を中心とした国税通則法の規定
を学ぶ。

2
前

90 3 △ ○ ○ ○

119 ○ 簿記論入門Ⅲ

的確な解法で問題を解き、答えを導き出す
ことを目的とする。
簿記一巡・商品の流れの入門知識及び論理
的な思考を基に、文章問題を解答する。

2
前

30 1 ○ ○ ○

120 ○
財務諸表論入
門Ⅲ

的確な解法で問題を解き、答えを導き出す
ことを目的とする。
会計学の基礎を学び、演習を行う。

2
前

30 1 ○ △ ○ ○

121 ○
消費税法入門
Ⅲ

「消費税法」「租税特別措置法」の法律等
の知識習得を目的とする。
売上取引を中心とした消費税の可否区分の
処理方法を学習する。

2
前

30 1 ○ ○ ○

122 ○
相続税法入門
Ⅲ

相続税および贈与税の基本的な概要を理解
することを目的とする。 2

前
30 1 ○ △ ○ ○

123 ○
法人税法入門
Ⅲ

基本的な部分の学習を行い、中級問題の解
法を習得することを目的とする。
法人税法の計算体系、仕組みについての講
義を行う。

2
後

30 1 ○ ○ ○

124 ○ 簿記論基礎Ⅲ

的確な解法で問題を解き、答えを導き出す
ことを目的とする。
特殊商品売買・金融商品の入門知識及び論
理的な思考を基に、文章問題の解答につい
て知識の復習を図るための講義を行う。

2
後

120 4 ○ ○ ○

125 ○
財務諸表論基
礎Ⅲ

的確な解法で問題を解き、答えを導き出す
ことを目的とする。
会計基準の基礎知識の復習を図るための講
義を行う。

2
後

120 4 ○ ○ ○

126 ○
消費税法基礎
Ⅱ

「消費税法」「租税特別措置法」の法律等
の知識習得を目的とする。
控除税額や納税義務の有無の判定を中心に
処理方法を学習する。

2
後

120 4 ○ ○ ○

127 ○
相続税法基礎
Ⅱ

相続税、贈与税の基礎的な問題の理解

2
後

120 4 ○ △ ○ ○

128 ○
法人税法基礎
Ⅱ

各項目の基礎的な部分を学び、各体系の解
法を習得することを目的とする。
特に欠損金の設定方法を中心とした法人税
法の体系を学ぶ。

2
後

120 4 ○ ○ ○

129 ○ 簿記論基礎Ⅳ

的確な解法で問題を解き、答えを導き出す
ことを目的とする。
固定資産・有価証券の入門知識及び論理的
な思考を基に、文章問題を解答する。

2
後

30 1 ○ ○ ○

130 ○
財務諸表論基
礎Ⅳ

的確な解法で問題を解き、答えを導き出す
ことを目的とする。
金融商品取引法の基礎を講義形式で学ぶ。

2
後

30 1 ○ ○ ○

131 ○
消費税法基礎
Ⅲ

「消費税法」「租税特別措置法」の法律等
の知識習得を目的とする。
課税標準や簡易課税制度を中心とした処理
方法を学習する。

2
後

30 1 ○ ○ ○

132 ○
相続税法基礎
Ⅲ

相続税、贈与税の基礎的な知識を網羅し文
章問題を解答する。 2

後
30 1 ○ △ ○ ○



133 ○
法人税法基礎
Ⅲ

各項目の応用的な部分を学び、各体系の解
法習得を目的とする。
組織再編税制を中心とした法人税法の体系
を学ぶ。

2
後

30 1 ○ ○ ○

134 ○ 英語

英文法の基本事項を学習し、読解力も身に
つけながら、ビジネスシーンで必要となる
基礎英語を中心に学習する

2
後

60 2 ○ △ ○ ○

135 ○ 体育

体育の総合演習を通して、実技及び理論の
学習を行うとともに、スポーツを通した運
動の意義を理解する

2
後

60 2 △ ○ ○ ○

136 ○ 経営学総論

ヒト・モノ・カネ等の資源を集め、消費者
に受け入れられる製品を生産するため、企
業がいかに行動すべきかを研究する

2
後

60 2 ○ △ ○ ○

137 ○
マーケティン
グ研究

マーケティングの必要性と目的を学習し、
事例研究を通じてマーケティングを演習す
る

2
後

240 8 △ ○ ○ ○

137

期

週

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

20

卒業要件：

（卒 業）
 1.卒業の認定は、2年限以上在学して1,700時数以上を履修し、かつ62単
位数以上を修得し、卒業審査に合格した者について、校長が行う。
 2.前項に規定する卒業の認定は、最終学年の終わりに行う。

履修方法：

（試 験）
 1.学業成績は、授業科目ごとに行う定期試験のほか、授業科目により中
間試験や授業内に行う効果測定、課題の提出等により評価する。なお、
本校において必要と認め た場合に限り、追試験又は再試験等を行うこと
がある。
　追試験は事故等やむを得ない理由により試験等を受験しなかった者に
対して行う。
　再試験は試験等受験の結果、不合格となった者に対して実施する。
 2.各授業科目の成績評価方法については別に定める。

（学業成績）
 1.学業成績の判定は、秀、優、良、可、不可の5種をもってこれを表
す。秀は90点以上、優は80点以上、良は70点以上、可は60点以上、不可
は60点未満とし、秀、優、良、可を合格、不可を不合格とする。
 2.授業科目の成績は、前項の5種で表すと共に、それぞれの評価に対し
て、別に定める基準によりＧＰ（Grade-Point）を与える。

合計 科目 281（8415） 単位（単位時間）


